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結核に関する特定感染症予防指針（抜粋）  

溝三，＝頂卜塵＝針 指針た基づく鹿泰 轟論の碑点 

第六‡木材野草席 

】十基李的考え方  

結核患者の七割以上が医療機関の受診で  ○結核研究所補助（結核  1．．結核病床、モデル病床が  
発見されている一方で、結線に関する知  対策指導者養成研修）   あ 
見を十分に有する医師が少なくなってい  【補助金】   足し 
る現状を踏衰え、結核の早期の確実な診  ○結核対策特別促進事喪  結核病床離れ）使用できな  
断及び結核患者の治療成功率の向上のた  （繹核予防技術者地区別  いことがあるとの指摘に対  
めに、国及び都道府県等は、結核に関す  講曽会）【補助金】   応するために、学会等との  
る幅広い知識や標準治療法を含む功究成  ◇そゐ他、結核研究所が  連携や、卒後教育との連携  
果の医療現場への普及等の役割を担うこ  行う研修事業   をどのように図っていくか  
とができる人材の養成を行うこととす について一検討することが  

る。また、大学医学部を始めとする、医  必要ではないか。 
師等の医療関係職種の養成課程等におい  2．■症例の相談体制確保のた  
ても、結核に関する教育等を通じて、庭  め、結核研究所、高度専門  
師等の医療関係職種の問での結核に閲す  施設を中心とした広域ネッ  
る知識の浸透に努めることが求められ  トワークの構築や、既存の  
る。  ネッ十り■⊥ク－‘（NHO、結核  

療法研究協議会など）の串  
性化の具体的な方法を検討  
していくことが必要ではな  
いか。 
＜第16回結核部会「今後の  
医療のあり方に関するこれ  
までの議論の概要」より＞   

l二 国における人材の養成 

1 国は、結核に関する最新の臨床知識  ○結核研究所補助（結核  
及び技能の修得並びに新たな結核対策に  対策指導者養成研修）  
おける医療機関の役割について認識を深  、【補助金】  

めることを目的として、感染症指定医療  ○結核対策特別促進事業  
機関の医師はもとより．ご－般の医療機関．・  （結核予防技術者地区別  
の医師、薬剤師、診療放射線技師、／保健・  講習会），【補助金】  
師、助産師ヾ看護師・、准看護師、臨床検  ◇その他、結核研究所が  
査技師等に対する研修に関しても必要な，  
享援を行っていくこととするも   

2 国は、結核行政の第「緑に立つ職員  ○結核研究所補助（結核  
の資質を向上させ、－結核対策を効果的に  対策指導者養成研修）  
進めていくためi保健所及び地方衛生研  【補助金】  
究所等の職員に対する研修の支援に関し  ○結核対策特別促進事業  
て、′検討を加えつつ適切に行っていくこ  ■（結核予防技術者地区別  
ととする。   講習会〉．【補助金】  

◇その他、結核研究所が  
行う研修事業  

都道府県等における結核に関する人材の養成  

都道府県等は、結核に関する研修会に保  
健所及び地方衛生研究所等の職員を積極  
的に派遣すると七もに、都道府県等が結  
核に関する講習会等を開催すること等l羊  
より保健所及び地方衛生研究所等の職員 
に対する研修の充実を図ることが重要で  
あるムさらに、 
核に関する知見を保健所等において活用  
することが重要である。また、感染症指  
定医療機関においては、，そめ勤務する医  
師の能力の向上のたゆの研修等を実施す  
るとともに、医師会等の医療関係団体に  
おいては、会員等に対して結核に関する  
情報提供及び研修を行うことが重要であ  
ろ。  



自治体アンケート結果（抜粋）  

「第六 人材の養成」  

集計状況  

132自治体に送付し、105自治体より返答があった。都道府県は嘲都道  

府凛より返答があり、瑚47  

都道府県中都道府県および都道府県内の全自治体から返答があったのは34でその占め  

る人口は12751万人の日本人□のうち6716万人七53％あった。  

結果   

表35．医療、福祉従事者に対して、結核研修事業を行っているか   

医療福祉従事者に結核研修を行なっている自治体は返答のあ肘02箇所［中69箇所  

と多く（表35）、その研修評価方法は表36のように、アンケートが多いが、立ち入り調  

査などの際に実地で状況を視察などの返答もあった。   

表3 

ンケ÷ト 0   

ヒチリ；ングなど  9  

立入調査時など実地で 3  

疫妻情藤 2  

そ申他 2   
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渡辺参考人提出資料  

◎ 日本呼吸器学会の結核t抗酸菌症教育に関する活動  

日本呼吸器学会は歴史的には日本結核病学会が母体で奉り、昭和36年（1961）に結核  
病学会から分離して日本胸部疾患学会として設立され、その後、日本口車吸器学会と改称  
した。しかし、現在では会員の約4年の1しか結核病学会に加入していないことに象徴  
されるように会員の繹核離れが進んでいる。この事態を憂慮して1997年より月本結核  
病学会との共同企画としての教育的シンポジウムを学術講演会時に行っており、毎回  
200～300名の受講があり⊥盛況である。このことは若い呼吸器科医が結核■抗酸菌症に  

関する知識を要求している表れでもあり、二教育機会を増やすことは重要なことであると  
考えられる。   
平成19年の総会からは「結核講習会」の名称をかかげ、受講証を発行したが、なにも  

メリットがないため、インパクトに欠けた。  
日本呼吸器学会は平成19年度からICD制度協議会に加盟したので、申請の都合上、平  
成20年甲第48回学術講演会時にICD講習会を開催することとなった。第48回では  
呼吸器学会として最初のICD講習会であった土ともあり、また、大きな会場を準備した  
ことも手伝って受講者は1，000名に達した。  
以下に最近数年間の呼吸器学会での結核に関する講習会のプログラムを示す。   

●第47回 日本呼吸器学会学術講演会  東京 平成19年  
結核講習会（日本結核病学会との共同企画）正確な受講者数は不明 約300名  

テーマ：未来に繋がる結核対策  

座阜‥貰和 敏和（東北大学呼吸器内科）  

森下 宗彦（愛知医科大学メディカルクリニック呼吸器内科）   

1∴感染症法に続合される結核対策  

結核予防法が廃止され、感染症法に統合されることになった理念と結核対策  
の変更点を解説  

加藤 誠也 （結核研究所）  

2．結核を含む院内感染対策  
院内感染としての結核対策を一般細菌の感染対策と対比して、’困難な点や注  
意する点みどを解説  

団島 広之 （東北大学大学院 感染制御t検査診断医学）  

3．結核院内感染対策の実情 一全国アンケートを中心にして－  
結核院内感染対策の実情を今年の全国主要病院アンケート調査に基づき解説  

飯沼、由嗣 （京都大学医学部付属病院感染制御吾郎  
4．そこが知りたい結核の臨床  

一般病棟で抗酸菌排菌患者が出た時の具体的対応、嘩健所への届け出、′鑑別  
診断、クオンティフェロンの役割と限界、尭結核性抗酸菌症、抗TNF⊥α  
薬投与との関係、その後d）．foII．ow upなどについて解説  

鈴木 克洋 （国立病院機構近畿中央胸部疾患センター）  

5／新しい抗結核ワクチン  

現在開発中の新しい抗結核ワクチンについて解説  

岡田全司（国立病院機構近畿中央胸部疾患センター 臨床研究センター）  

6．新規抗結核薬の開発  
新しい抗酸菌治療薬の開発状況を解説  

3   



土井 教生 （結核予防会結核研究所）  

●第48回 日本呼吸器学会学術講演会  神戸 平成20年  

ICD講習会（日本結核病学会との共同企画）   受講者は1，000名  

テーマ：結核の最新事情  

座長：工藤 翔二（日本医科大学内科学講座呼吸器・感染1腫癌内科部門）  

岸 示蓋摘（北海道社会保険病院呼吸器和）   

1．結核の現況と予防（疫学：国内、海外の状況、予防について） 

倉島 篤行（国立病院機構東京病院臨床研究部）  

2．緬核予防法の廃止と感染症法への統合  
加藤 誠也（財団準人結核予防会結核研究所）  

3．結稜感染の新しい診断技術  

原田 登之（財団法人結核予防会結核研究所抗酸菌レファレンスセンター）  

4．結核治療の実際  

鈴木 克洋（近畿中央胸部疾患センター感染症研究部）  

●第49同 日本呼吸器学会学術講演会 東京  平成21年  

ICD講習会（日本結核病学会との共同企画）  受講者は580名  

テーマ：成人陵内肺炎診療の実際  

～多剤耐性菌（MRSA，MDRP，MDR－TB）を中心に～  

座長‥ 渡 

森下 一宗彦（愛知医科大学メディカルクリニック呼吸器内称）   

1．成人院内肺炎ガイドライン改訂のポイント1 

～重症度区分は何を根拠にどのように改訂されたか？  

関 

2．成人院内肺炎ガイドライン改訂のポイント2  

～抗菌薬選択の基準はどのようなものか？  

有田 直（倉敷中央病院呼吸器内科）  

3．抗MRSA薬をどう使い分けるか？  

松本 哲哉（東京医科大学微生物学講座）  

4．MDRPが検出されたらどうするか？  

平潟 洋一（東北大学感染制御・検査診断学分野）  

5．多剤耐性結核の治療  

豊田 恵美子（国立病院機構東京病院呼吸器内科）、  

●第50回 日本呼吸軍学会学術講演会 帝都’平成22年4月   

結核講習会 （日本結核病学会との共同企画）  

ICD講習会が独立したため、点数が取得できなくなった。  
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